
村田町基礎情報（Ｈ30.1.1時点）
・人口:11,262人
・可住地面積：44.3km2

【H29：情－１】公共下水道事業等のコンセッション等導入詳細検討調査
（実施主体：宮城県村田町）

【事業分野：下水道】 【対象施設：上水道、工業用水道、下水道、農業集落排水の全部】 【事業手法：コンセッション方式等 】

村田町の概要調査のポイント

・小規模な地方公共団体におけるコンセッション方式の導入可能性調査。
・対象施設は、管路施設が主体。 （下水道分野におけるPFI事業では処理場が主体の場合が多く、管路施設

を主体とした事業に対する先進事例が見られない）
・ストックマネジメント計画等が未策定の状況において、デューデリジェンスが可能となるような、抽出調査。

・村田町は、宮城県の南部に位置し、
仙台市など３市４町に隣接

・山間部に位置する小規模な自治体
・将来的に人口減少が課題

調査対象地及び施設の概要（平成２７年度末）

事業名 施設規模 備考

公共下水
道事業

供用開始
平成元年
7月1日

・全体計画面積 554.5ha
・事業計画区域面積494.4ha
・整備済面積367.7ha（整備率74%）
・現在水洗化人口：6,285人
・現在晴天時汚水量：2,412 m3/日
・汚水管延長：65.57km
・雨水管延長：2km
・マンホールポンプ：20基

・汚水は県南浄化センター（阿武隈川下流流
域下水道）で処理

・管渠の布設は昭和61年～平成15年度（約
20年間）に集中して行われた

・施設更新が平成48年（2036年）以降に集中
する見込み （耐用年数50年として）

・地方公営企業法非適

項目 整理状況
台帳整備 既に電子化されている
資産台帳 今回作成

公営企業会計 非適
劣化状況の把握

（管きょ）
震災後一部調査実施。
今回調査対象

劣化状況の把握
（機械電気設備）

定期点検実施。
ＳＭ計画あり。
今回整理

改築更新等の
計画

なし

※村田町内の上下水道分野４事業（上水道
事業・工業用水道事業・公共下水道事業・
農業集落排水事業）を同時に調査

※上水道事業は、法定耐用年数を超過し
た施設が約２割を占め、大規模改修が
平成38年度から必要と予測される。

対象施設

資産情報等の整理状況 下水道管渠施設の布設年次
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事業発案に至った経緯・目的

平成２７年度
大規模事業場の撤退
・水道料金および下水道使用料の減少が問題。

・経営戦略の策定等の検討過程において、今後の持
続的なサービスの提供が困難となることが予想され
た（ヒト・モノ・カネの絶対的な不足）。

平成２８年度
公共四事業コンセッション方式等導入可能性調査

・今後の事業運営において、民間活力の活用が必要
不可欠であると考え、コンセッション方式の導入可
能性を検討した。

・民間事業者に対するヒアリングの中でデューデリジ
ェンスの重要性を認識した。

・現状施設の状況や、劣化リスクに関する情報が不
足していると判明した。

平成２９年度
先導的官民連携

・今回の調査において、資産評価およびリスクに関す
る調査および情報整理を行い、民間事業者が事業
への参画を検討する際の基礎資料を作成する。
⇒インフォメーションパッケージ



今後の進め方

・コンセッション方式等の導入の準備段階として、包括的民間委託を導入する。
・時期は平成32年～平成34年を想定。

・包括的民間委託において各事業の修繕計画を策定し、コンセッション方式等にお
ける仕様を明確にする。

・次段階としてのコンセッション等の導入を大規模改修前に行うこととし、平成35年度
を目標とするが、県の動向や、広域化等に注視し、これらを踏まえて対応する。

【H29：情－１】 公共下水道事業等のコンセッション等導入詳細検討調査
（実施主体：宮城県村田町）

民間事業者の意見
【ヒアリングの結果】

・導入可能性調査時（初期段階）に
おいて民間事業者が欲する情報
は、公共側が想定している事業ス
キーム、作業分担範囲およびリス
ク分担に対し、民間事業者が実
際に行う作業量および経費につ
いて、公表財務資料よりも詳細か
つ具体的な試算材料が必要であ
るとの意見を得られた。

・特に、維持管理に関して、現状委
託を行っていない分野に関しての
積算が困難との意見があった。

・宮城県が行っているコンセッション
方式の導入との関連性について
の質問もあった。

ＶＦＭの算定

【削減効果の考え方】
・建設改良費の削減

過去の実績より推計される純工事費を
削減せずに、発注形態を複数の工事
に分割発注せずに単年度１工事とした
場合の一般管理費削減額を見込む

・人件費の削減
現行の７人体制から４人体制に減少

【ＶＦＭの算出方法】
・試算期間

平成35年度から平成54年度までの20
年間

・現在価値割引率：2％

・従来方式における一般会計繰入金の
現在価値合計額に対し、削減額の現
在価値合計額の割合を算定

【ＶＦＭの算定結果】
・公共下水道事業単独では、約1.45%の

削減
・四事業合計で、約1.40%（約19百万円）

の削減

導入への課題

【リスク配分等】

・今回調査において、リスクの全体像を想定
できるような抽出調査手法を選定したが、
リスクの定量的評価は十分ではなく、不確
定要素の多い管路施設に関するリスク分
担の考え方の知見が少ないことを踏まえ
て、現時点では民間事業者に多くのリスク
を負担させることは困難と考えられる。

【民間事業者の参入意欲】
・管路主体の事業に対するPPP/PFIに関し、

民間事業者の注目は高いものの、村田町
単独でのコンセッション方式では、事業規
模の小ささから、十分な利益が見込みづ
らいと考えられ、この点が民間事業者の
参入に対し、大きな課題となると考えられ
る。

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

法適への移行

包括的民間委託

コンセッション方式等

広域化等

大規模改修

資産評価・移行手続き 公共下水道事業・農業集落排水事業 地方公営企業法適用（四事業全て法適用になる）

準備・条例改正等 維持管理に加え修繕計画を策定

検討 （国の通知では平成34年度までに計画策定）

準備・条例改正等 広域化等の動向を踏まえて対応

調査の流れ

・現地調査
（下水道管路施設）

・既往調査の整理

・現況資産の評価
・リスク評価

・VFMの算定

・インフォメーションパッ
ケージの作成

・民間事業者ヒアリング

・コンセッション方式等
の導入に向けての課
題の抽出

整備情報等
・事業毎、施設種別に、

現有資産の状況を把
握しやすいように整理
する。

・コンセッション方式に
おける民間事業者の
事業費算出に必要な
資料として、今後発生
する工事の総量が予
測できるよう、改築更
新時期の目安となる
整理を行った。

インフォメーションパッケージ


